［救済措置の手続き］
①特許法等の規定の「責めに帰すことができない理由」に基づき救済措置を求める場合
　この場合には、主に、各手続に沿った書式中に【その他】の欄を設けて、そこに当該手続をすることができなかった理由が「出願人等の責めに帰することができない理由」に該当することを具体的かつ十分に記載し、その記載した事実を裏付ける証拠書類を提出しなければならない。ただし、その記載した事実を裏付ける証拠書類は、特許庁長官がその添付の必要がないと認めるときは、添付を要さない（方式審査便覧04.04の3(2)）。
　規則改正で書式が変わることがあり、また、手続きによって書式が異なるので、特許庁ホームページ及び方式審査便覧等を参照する。ただし、「責めに帰することができない理由」により延長する場合の記載例は現時点の特許庁ホームページ上は確認できないため、以下の【その他】欄については方式審査便覧04.04の説明をそのまま記載している。
（ｉ）救済措置の書式（例：分割出願）（「責めに帰すことができない理由」により延長する場合）
【書類名】　　　　　　　　特許願
【整理番号】　　　　　　　○○○－○○○○
【特記事項】　　　　　　　特許法第４４条第１項の規定による特許出願
【あて先】　　　　　　　　特許庁長官殿
【国際特許分類】　　　　　………
【発明者】　　　　　　　　………
【特許出願人】　　　　　　………
【代理人】
　　【識別番号】　　　　　１００△△△△△△
　　【弁理士】
　　【氏名又は名称】　　　………
　　【電話番号】　　　　　００－００００－００００
【パリ条約による優先権等の主張】
　　【国名】　　　　　　　………
　　【出願日】　　　　　　………
　　【出願番号】　　　　　………
【手数料の表示】
　　【予納台帳番号】　　　００００００
　　【納付金額】　　　　　０００００
【その他】
　手続をすることができなかった理由が「出願人等の責めに帰することができない理由」に該当することを具体的かつ十分に記載。（※その記載した事実を裏付ける証拠書類の提出も必要）
【提出物件の目録】
　　【物件名】　明細書　　１
　　【物件名】　特許請求の範囲　　　１
　　【物件名】　要約書　　１
　　【物件名】　図面　　１
（注意）その後の規則改正で書式が変わることがある。他の手続の書式は特許庁ホームページを参照。
②特許法等の規定の「故意によるものでないこと」に基づき救済措置を求める場合
　この場合には、主に、各手続に沿った書式中に【その他】の欄を設けて、そこに救済を求める根拠条文と手続の名称を記載する。また、当該手続きを行う際に、回復理由書を提出する。回復理由書には、必ず出願番号などの事件番号を記載し、また一定の場合には提出が不要になることがある。
　規則改正で書式が変わることがあり、また、手続きによって書式が異なるので、令和５年２月１３日付特許庁ホームページ「期間徒過後の救済規定に係る回復要件が「正当な理由があること」から「故意によるものでないこと」に緩和されます」（令和５年８月７日更新）等を参照する。
（ｉ）救済措置の書式（例：出願審査請求書）（「故意によるものでないこと」により延長する場合）
【書類名】　　　　　　　　出願審査請求書
【整理番号】　　　　　　　○○○－○○○○
【あて先】　　　　　　　　特許庁長官殿
【出願の表示】　　　　　　特願○○○○－○○○○○○
【請求項の数】　　　　　　…
【請求人】　　　　　　　　………
【代理人】
　　【識別番号】　　　　　１００△△△△△△
　　【弁理士】
　　【氏名又は名称】　　　………
　　【電話番号】　　　　　００－００００－００００
【手数料の表示】
　　【予納台帳番号】　　　００００００
　　【納付金額】　　　　　０００００
【その他】
　特許法第４８条の３第５項（同条第7項において準用する場合を含む。）の規定による出願審査の請求
（注意）その後の規則改正で書式が変わることがある。他の手続の書式は特許庁ホームページを参照。
（ｉｉ）回復理由書の書式（例）
【書類名】　　　　　　　　回復理由書
【整理番号】　　　　　　　○○○－○○○○
【あて先】　　　　　　　　特許庁長官殿
【出願の表示】　　　　　　特願○○○○－○○○○○○
【特許出願人】　　　　　　………
【代理人】
　　【識別番号】　　　　　１００△△△△△△
　　【弁理士】
　　【氏名又は名称】　　　………
　　【電話番号】　　　　　００－００００－００００
【回復の理由】
不注意により〇〇期限を失念しており、所定の期間内に手続をすることができませんでした。
その後、令和〇年〇月〇日に期限が徒過していることに気がつき、今般、手続をしました。
所定の期間内に手続ができなかったのは、故意によるものではありません。
なお、出願審査の請求を遅延させることを目的とするものではありません。（※審査請求の場合のみ記載）
【手数料の表示】
　　【予納台帳番号】　　　００００００
　　【納付金額】　　　　　０００００
（注意）一定の場合には回復理由書の提出が不要になることがある。詳しくは特許庁ホームページを参照。
③特許法等の規定に基づき指定期間の救済を求める場合（指定期間の延長を求める場合）
　この場合には、指定期間中又は指定期間経過後の所定の期間内に、下記の「期間延長請求書」を提出する。
　なお、指定期間については、災害発生時に特許庁による取り扱いが変更になる可能性があるので特許庁ホームページを参照する。
（ｉ）「期間延長請求書」（指定期間中に提出）
【書類名】 期間延長請求書
【あて先】 特許庁審査官殿
【事件の表示】
【出願番号】 特願００００－００００００
【請求人】
【識別番号】 ０００００００００
【氏名又は名称】 特許　太郎　　　　印　又は　識別ラベル
【発送番号】 ００００００
【請求の内容】 指定期間の２カ月の延長を求める。
【手数料の表示】
【予納台帳番号】 ００００００
【納付金額】 ２１００
（ｉｉ）「期間延長請求書」（指定期間経過後の所定の期間内に提出）
【書類名】 期間延長請求書（期間徒過）
【あて先】 特許庁審査官殿
【事件の表示】
【出願番号】 特願００００－００００００
【請求人】
【識別番号】 ０００００００００
【氏名又は名称】 特許　太郎　　　　印　又は　識別ラベル
【発送番号】 ００００００
【請求の内容】 指定期間の２カ月の延長を求める。
【手数料の表示】
【予納台帳番号】 ００００００
【納付金額】 ５１０００
④特定非常災害特別措置法に基づき救済措置を求める場合
　この場合には、各手続に沿った書式中に【その他】の欄を設けて、手続できなかった理由を記載する。また、複数の手続を行う際に、手続ができなかった事情が同一であって、先の手続書類において既に申出の理由を記載している場合には、【その他】の欄に申出の内容として「平成28年◯月◯日提出の特願◯◯-◯◯◯◯◯◯の手続補正書に記載したとおり。」のように記載する。なお、手続できなかった理由を上申書に記載して提出することも可能。
　手続きによって書式が異なるので、特許庁ホームページを参照する。
【その他】
特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律第3条第3項の規定による申出
申出の理由 平成28年（2016年）熊本地震により、○○県□□市△△に本社を置く出願人「株式会社○○○○」が被災し、社屋が半壊したため業務が継続することができず、手続をすることができなかったので、□□手続に係る期間を延長してください。

